
第 1章 I地域付加価値創造分析の理論

1.1 地域経済効果の定量評価手法 中山琢夫

1.1.1 はじめに

持続可能な地域の発展を展望するためには、環境的に持続可能であるだけでな

く、その地域の経済基盤を構築し、新たな付加価値を生む産業の創出が必要であ

る。従来型の企業誘致とは異なり、地域内発的に出資し、新たに事業が行えると

いう点で、再生可能エネルギー事業は環境的にも地域経済的にも、大きなポテン

シャルを持っている。

日本でも、地域主導の分散型再生可能エネルギー発電事業が、本格的に検討さ

れるようになってきた。こうした事業がもたらす環境効果だけでなく、新たな地

域経済効果がどの程度のものか、という課題は、推進自治体にとって、重要な関

心事となっている。

再生可能エネルギーの普及・導入の先進国であるドイツでは、分散型という構

造的な特性に支えられており、すでに、ローカルなレベルで一連のバリュー，チ

ェーンが構築されようとしている。とりわけ、地方自治体の果たす役割は大きい。

なぜならば、自治体はその推進力であるとともに、新しい経済効果を得ることが

できるからである。

また、エネルギー大転換を推進しようしている多くの自治体では、連邦政府を

上回るレベルで気候変動対策目標を掲げ、この目標を達成すると同時に、地域経

済効果を狙う動きが見られるようになってきた (Stabloand Ruppert-Winkel, 

2012)。
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ここで重要となるのは、地域の経済効果をいかに言十るか、という課題である。

再生可能エネルギーの普及導入先進国ドイツでは、再生可能エネルギーの拡大と、

その結果としての経済効果に関する分析に多くの蓄積がある。ただし、その多く

は国家レベルや州レベルのものであり、自治体レベルでの経済効果を緻密に計っ

たものは、近年までほとんどなかった。

こうした課題を解決するために、ベルリンにあるエコロジー経済研究所 (In-

stitut for okologische Wirtschaftsforschung: IOW) をはじめ、いくつかの研究機

関では、 Porter(1985)がいうところの「バリュー・チェーン」を用いることで、

精密に地域経済付加価値を計るモデルを開発した (Hirsch!et al., 2010等）。これ

は、生産面からみた域内総生産と同義であると定義される。

近年、再生可能エネルギー発電のコストが低下しており、その事業による経済

効果は、世界的な関心事となっている。それは、世界的、国家的レベルだけでは

なく、より小さな自治体レベルにおいても同様である。本章では、とりわけ産業

連関分析との比較を通して、地域付加価値分析の特性を明らかにすることを目的

とする。

1.1.2 日本と海外の再生可能エネルギーの経済分析動向

日本でも、再生可能エネルギーによる地域経済効果を分析した研究が蓄積され

ようとしている、これらはほとんど、産業連関分析を用いたものである。

例えば、霜浦ら (2013)では、環境産業分析用地域産業連関表を用いて、高知

県における太陽光発電の事業形態による地域経済効果の比較分析を行っている。

石川ら (2012)では、東北地域における再生可能エネルギー導入、とりわけ太陽

光発電・風力発電に焦点をあてた、関東地方および全国レベルの地域間産業連関

表による分析を行っている。

また、稗貫• 本藤 (2012)では、地熱発電に注目し、地熱発電に関連する部門

を新設した拡張産業連関表を作成することで、地熱発電ライフサイクル全体で発

生する雇用量を推計した。一方、中村ら (2012)では、木質チップ・ペレット利

用による国内版の CDM(Clean Development Mechanism) を想定し、排出権オ

フセット・クレジットとして大都市圏に販売することとして、環境産業部門を地

域産業連関表に組み込むことで、高知県檸原町における経済波及効果を試算して

いる。
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松本・本藤 (2011、2010)では、拡張産業連関表を利用して、太陽光・風力発

電導入による雇用効果を分析している。このほか、太陽光・風カ・水力（既存施

設の有効利用・中小水力）、地熱（フラッシュサイクル・小型バイナリーサイク

ル）、バイオマス（廃棄物処理施設・メタン発酵バイオガス・木質バイオマス）

を対象にした、科学技術動向研究センター (2013) による拡張産業連関表による

再生可能エネルギー発電施設建設の経済・環境への波及効果分析もある。

また、野村総研 (2012)では、太陽光・風力を中心とした、エネルギー経済・

雇用への影響に関する包括的な分析を実施しており、従来型発電と再生可能エネ

ルギー発電（太陽光・風力）の市場規模・雇用創出効果の比較、および、当時の

各電源シナリオ案における、経済・雇用効果の分析も行っている。

欧米においても、産業連関分析が先行している傾向は同様である。

Breitschopf et al. (2011)では、さまざまな方法論に基づく再生可能エネルギ

ー」による雇用効果や経済効果に関する分析を、グローバルなレベル、国家レベ

ル、地域レベルで体系的にまとめられている。

このレビューは、 2003年から2011年にかけて、世界の30以上の分析をカバーし

ており、直接効果・間接効果・生産誘発効果といったインパクト、投資・ 交換・

家庭内消費といったタイプ別分類、グロスモデルとネットモデル1)の分類がなさ

れている。

ネットモデルでは、主として計量経済モデル、一般均衡モデル、システムダイ

ナミクスモデルのような、マクロ経済学的アプローチを包括的に用いて、再生可

能エネルギー産業が経済全体に与える正と負の影響を評価する。

一方、グロスモデルでは、再生可能エネルギー関連産業による正の経済影響の

みを捉えている。これらは、雇用効果分析や個別の再生可能エネルギー技術、お

よび、単一の地域や国を対象にしたような、比較的単純な分析に対して適用され

る。

産業連関分析モデルや関連する手法、例えば、社会会計行列や統合計量経済的

手法は、国家や地域レベルにおける、外生的な政策誘導による多部門の経済効果

を分析する手法としては確立している (Millerand Blair, 2009; Loveridge, 2004)。

1) グロスモデルでは、新たな再生可能エネルギー発電によって押し出される既存の発電事業

の減少量が考慮されないが、ネットモデルでは既存の発電事業の減少量が差し引かれる。
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産業連関モデルは、詳細にブレークダウンされた異なる産業セクターごとに、

そのインパクトを見積もることができる、統一的に統合された方法論的フレーム

ワークを構築しているから、産出の直接効果、間接効果を包括的に計測すること

ができる。この優位性のために、産業連関分析は、再生可能エネルギーの事業展

開によるグロス、ネットの経済効果を評価する手法として、幅広く用いられてき

た。

ドイツ国家レベルでの雇用効果の研究として、 Lehret al. (2011)や、 O'Sulli-

van et al. (2013)が、スペイン国家レベルでの研究としては、 APPA(2009)が

あげられる。地域レベルでは、ノースダコタ州における Coonet al. (2012)、ス

コットランドのシェトランド諸島における Allanet al. (2011)の研究があげられ

る。

しかしながら、地域レベルでの再生可能エネルギー事業について、産業連関分

析を適用しようとすると、さまざまな問題に直面する。つまり、その結果の信頼

性を損なう恐れがある (Heinbachet al., 2014)。

とりわけ、自治体やその広域連合のようなローカルなレベルでは、産業連関表

への投入データと、技術特有のデータの質が十分ではない。国内全体を対象とし

た産業連関表をもとに作成された地域産業連関表から、さらに乗数効果や部門数

を削減することは、データの質を損ないかねない。地域産業連関表は、基本デー

タが古くなりがちになる問題もある (Flegget al., 2010)。

さらに、再生可能エネルギー産業は、産業連関表において、独立した特定の部

門として反映されていないのが通常である。ここでは、投入、移輸入、雇用係数

等が一般的な産業の平均的な数値から推計されるため、再生可能エネルギ一部門

の特徴的な構造は、正確には反映されているとは言いにくい (Breitshopfet al., 

2011)。

より正確な産業連関分析のためには、再生可能エネルギー関連企業の特定のコ

スト・収益構造に基づいて、独立した部門として、再生可能エネルギー産業を統

合することが必要である (Raupach-Sumiyaet al., 2015)。

こうした限界に対応するために、 ドイツのいくつかの研究機関は、技術特有の

バリュー・チェーン分析と連携した付加価値モデルを適用することで、再生可能

エネルギー技術特有のグロスの地域経済の直接効果を計測し評価する、代替的な

アプローチを開発した。
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これらの研究機関は、エコロジー経済研究所 (IOW)、カッセル大学経済研究

所、 トリーア大学応用物質フロー管理研究所 (IfaS)、分散型エネルギー技術研

究所 (IdE) に代表される (Hirschiet al., 2010; Kosfeld und Guckelhorm, 2012; 

IfaS und DUH. 2013; Hoppenbrock und Albrecht, 2009; BMVBS, 20ll)。

それぞれの研究機関によって、カバーする技術やバリュー・チェーンの対象に

違いはあるものの、これらのモデルは再生可能エネルギー産業の特定技術毎の多

段階に渡る複雑なバリュー・チェーンを捉えている。このバリュー・チェーンは、

広範囲にわたる再生可能エネルギー関連企業やプロジェクトの調査から得られた、

技術特有の費用・収益• 投資データをもとに包括的に設定されている。

再生可能エネルギーの特定技術のバリュー・チェーンに関する地域特性は、地

域特有に発生した付加価値と雇用の分析によって統合される。このように、精密

なボトムアップアプローチによって、高いレベルで信頼できる結果が得られる。

さらに、このアプローチでは、様々な段階における従業員の可処分所得、事業者

の税引き後利潤、地方税収の詳細な付加価値の配分を分析することができる

(Heinbach et al., 2014)。

このような研究結果の包括的な分析は、高いレベルで一貫性と適合性を示すこ

とができる。その分析結果は、自治体や広域自治体のレベルで地域の付加価値と

して適用され、地域経済における経済発展のための再生可能エネルギーの正のイ

ンパクトを示すことが可能である (Raupach-Sumiya,2014)。

ここで、 ドイツにおける産業連関分析と付加価値分析の国家レベルでの雇用効

果の結果を比較してみたい。限定的ではあるが、地域付加価値分析アプローチの

一貫性と信頼性を垣間見ることができる。

再生可能エネルギー特有の指標を産業連関表に組み込んだ、 O'Sillivanet al. 

(2013)による産業連関分析では、再生可能エネルギーによって、 2012年にドイ

ツで378,000人の雇用が生まれたと推計している。一方で、 ROWによる地域付加

価値分析では、再生可能エネルギー関連の雇用を344,000人と推計している。

地域付加価値分析手法のさらなる緻密性、体系性に関する比較検証の余地は残

っているものの、上記の分析結果は、産業連関分析が国家レベルでの再生可能エ

ネルギーを分析する手法としては、適切かつ普遍的なアプローチであるという結

論に至る。

一方で、バリュー・チェーン分析に基づく地域付加価値分析アプローチは、再
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生可能エネルギーが、国レベルよりもより小さな地域経済発展に及ほす影響に対

してより信頼できる結果をもたらすものだといえる。なぜならば、このアプロー

チでは、実際のプロジェクトで得られたデータを積み上げることで検証できるか

らである。

しかしながら、 ドイツとイギリスを除いて、この再生可能エネルギーの地域付

加価値分析は広く国際的には適用されてこなかった。しかしながら、移転先の国

特有のデータ、とりわけ企業の収益性、市場生産性、賃金レベルや税制度が入手

可能であれば、その他の国にも移転可能である。

日本でも、こうしたデータは一定の範囲において入手可能であるから、日本に

おける適用も可能である。そこで、箪者らは、日本版の再生可能エネルギーの地

域付加価値分析モデルの構築とその応用に取り組んできた (Raupach-Sumiya,

2014; Raupach-Sumiya et al., 2015; ラウパッハら、 2015;中山ら、 2016a;b; 山東、

2017; 小川・ラウパッハ、 2018など）。

1.1.3 地域付加価値分析と産業連関分析

地域付加価値分析と産業連関分析を同時に実施し、比較した研究はほとんど見

当たらない。本節では、中山ら (2016a) をもとに、長野県における地域付加価

値分析と産業連関分析の結果を比較することで、その特質を明らかにする。

図I-Iは、長野県における 1MW太陽光発電によってもたらされる経済効果

について、長野県が実施した産業連関分析と、日本における標準的な太陽光 1

M Wのモデルセットによる地域付加価値創造分析、そして、実際の事業に基づ

いた長野県事例の太陽光 1MWのモデルセットによる地域付加価値創造分析を

比較したものである。

地域付加価値創造分析は、産業連関分析と比べて控えめな値が出ることが分か

る。その大きな理由は、波及効果、具体的には間接一次効果、間接二次減価償却

費が含まれていない点にある。

一方で、長野県における地域付加価値創造分析結果では、県内に実際に太陽光

パネル製造業が立地しているから、産業連関分析と同様に、システム製造段階の

直接効果も地域付加価値として計上している。具体的には、法人企業統計をもと

に、従業員の可処分所得と事業者の税引き後利澗を含めている。

一方、実際に立地している地域のプロジェクトをもとにキャッシュフローを作
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（単位 :100万）
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II投資段階

産業連関表 標準データ 長野事例データ

地域付加価値モデル

（出所）中山ら (2016a)、7頁、図 1。

図1-1 産業連関分析と地域付加価値分析 ー長野県における 1MWの太陽光発電所一

成し、精密にそのバリュー・チェーンを分析すると、地域付加価値の創造額は、

さらに控えめに表現される傾向が示されている。

図 1-2は、投資段階（システム製造段階、計画導入段階）について、日本の

標準的なデータを使った場合と 、長野県における実際のプロジェク トデータを比

較したものである。こうしてみると、 FITの根拠となっている算出データより

も、長野県における実際のプロジェクトのほうが、設備投資額が2割ほど高い、

ということが分かる。なぜならば、長野県におけるシステムコストが、全国の標

準ケースと比べて高いからである。また、地域の付加価値となり得るのは、設備

投資額に対して、日本の標準ケースで16%、長野県の実際のプロジェクトでは

14%程度である。

一方、図 1-3は、事業運営段階（運営維持 (O&M)段階、システムオペレ

ーター段階）における、 20年間の累計値を示している。日本の標準ケースと比べ

ると、長野県の実際のプロジェクトでは多くの売電売上額が望まれる。それにも

関わらず、地域付加価値創造額は、長野県の実際のプロジェクトの方が低い。

ただし、投資段階と事業運営段階を比較すると、売電益をもとにした事業運営

段階の累計値の方が、一回限りの投資段階よりもはるかに大きいことがわかる。
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（単位： 100万）
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（出所）中山ら (2016a)107頁、図 2。

図 1-2 長野県の事例ケースと標準モデルの比較分析 一投資段階

（単位： 100万）
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（出所）中山ら (2016a)108頁、図 3。

図 1-3 長野県の事例ケースと標準モデルの比較分析 ー事業運営段階 (20年間累計）
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税引き後利益の差額 、雇用者⇔地方←→ 344 

税業

7

気
事
電

税収の
差額

標準データ

（出所）中山ら (2016a)109頁、図 4。

図1-4 日本版地域付加価値モデルの検証 一長野県における 1MWの太陽光発電所一

地域経済付加価値 長野県事例データ

長野県の実例でみても、売電益の 3割以上は、地域付加価値として新たに創造さ

れていることがわかる。

さて、日本における標準ケースと長野県における実際のプロジェクトにおける ~

20年間累計の事業運営段階での地域付加価値創造額の差は、いったいどこにある

のだろうか。 図 1-4は、その内訳を具体的に示している。とりわけ、日本にお

ける標準ケースと比べて、長野県の実際のプロジェクトでは、減価償却費、土地

貸借代、 一般管理費と売電収入が少ないことが顕著である。

これらのコス トは、日本おける標準ケースよりも相対的に高い。そのことで、

長野県の実際のプロジェクトにおける地域付加価値創造額が低くなっている。一

方で、売電売上額は長野県の実際のプロジェク トの方が高い。これは、日照時間

が日本における標準ケースよりも長いからである。 しかしながら、これらは高い

コス トを埋め合わせるものではない。

本項における 、長野県の実際のプロジェクトと日本の標準ケースの比較分析に

よって、その偏差を見ることができる。その要因は、高いシステム費用の減価償

却費負担や一般管理費と いった地域固有の状況である。さらなるケーススタデイ

によって、再エネ特定技術毎の本モデルの信頼性を、さらに向上させてゆくこと
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も必要である。

1.1.4 まとめ

本章では、再生可能エネルギー事業によってもたらされる経済効果分析につい

て、海外や日本での動向について紹介し、産業連関分析と地域付加価値分析の特

性を明らかにすることを試みた。

産業連関表は、多大な予算と時間を用いて、国民経済計算体系に合致するよう

に、まずは国単位で作成される基本表がもとになる。レオンティエフの逆行列に

よって、その確からしさが世界的に認められている信頼できる手法である。

ところが、現在のところ再生可能エネルギーに関する部分は、独立した部門と

して作成されていないから、まずはこの部門の作成が課題になる。また、都道府

県レベルや政令指定都市レベルでは、公的に認められた産業連関表を容易に入手

することができるが、それより小さな自治体レベルでは独自に自治体表を作成し

なければならない。

自治体レベルのように、地域が主導になるような、比較的小規模な再生可能エ

ネルギー事業によって新たにもたらされる経済効果を計測するためには、 ドイツ

におけるその生い立ちゃ展開、およびその結果の比較から検討すると、地域付加

価値分析に強みがあるといえよう。

一方で、地域付加価値分析は、都道府県レベルにおいても有用である。このレ

ベルにおいて、都道府県産業連関表における独立した部門として再生可能エネル

ギ一部門を拡張するとき、地域付加価値分析の手法は体系的・理論的に貢献し、

より精密な波及効果の計測が可能になるだろう。
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